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1 岩手県 藤沢町 藤沢町どぶろく特区
岩手県東磐井郡藤
沢町の全域

　藤沢町には、年間30万人の観光客が訪れているが、そ
のほとんどが日帰りの観光客であり、通過型観光からの
脱却が課題となっている。そこで、心が癒される農村景
観や歴史文化など地域資源を生かし滞在型観光への転
換を図る必要がある。
　現在、藤沢町まち・むら交流協議会があり、その組織の
中に農家民宿推進部会（仮称）を立ち上げ、「どぶろく」や
郷土料理を提供する農家民宿の開業へとつなげること
で、おもてなしの質を高める。「どぶろく」の製造をきっか
けに宿泊者が増え、都市と農村の交流が拡大することで
地域の活性化を図る。

707(708)
特定農業者による特定
酒類の製造事業

2 宮城県 宮城県
みやぎ４５フィートコ
ンテナ物流特区

宮城県の全域

　仙台塩釜港は外貿コンテナ定期航路が就航する東北
地方唯一の特定重要港湾である。コンテナの主要荷主
企業から４５フィートコンテナの利用要請が出され、４５
フィートコンテナの需要が高まっており、公道輸送実験も
実施されている。また、本県には、自動車組立工場や世
界有数の半導体製造装置の製造工場が立地し、関連企
業の集積も進んでいる。このため、４５フィートコンテナの
公道輸送を実現し、物流コスト削減及びＣＯ２の排出削
減を図るとともに、本県の優位性を高め、さらなる企業集
積、県内企業の競争力強化につなげるものである。

1224
45フィートコンテナの輸
送円滑化事業

3 宮城県 富谷町

富谷町待機児童対
策臨時的任用職員
(保育士)の任用期間
の延長特区

宮城県黒川郡富谷
町の全域

　富谷町では毎年２５名～３０名程度の臨時的任用職員
（保育士）を採用しているが資格職であるため必ずしも必
要数を確保出来ないのが実情である。特区の認定を受
けることによって公立保育所で任用している臨時的任用
保育士の確保を容易にし、多様化する保育ニーズへの
対応とともに、保護者の方の子育てに対する不安の軽
減、さらに、待機児童の減少を図り、「安心して子育ての
できる環境の充実したまち」を目指す。

409
地方公務員に係る臨時
的任用事業

4 茨城県 つくば市
つくばモビリティロ
ボット実験特区

つくば市の区域の
一部（つくばセン
ターエリア及びつく
ば研究学園エリア）

　次世代ロボット産業の育成を目指して、つくば市内の一
定エリアの公道において、モビリティロボットの実証実験
を行う。主に、モビリティロボットの社会的な有効性、歩行
者等との親和性、実環境における搭乗者の安全性等に
主眼を置き、検証実験を行う。

105・1222
搭乗型移動支援ロボッ
トの公道実証実験事業

5 群馬県 みなかみ町
みなかみ町藤原地
区食育推進給食特
区

群馬県利根郡みな
かみ町の区域の一
部（藤原地区）

　みなかみ町は過疎・高齢化、そして急激な少子化が進
行している。昭和５３年に開設した「町立第三保育園」も
平成２２年度で園児数が８人と年々児童数が激減してい
る。園児一人当たりに係る保育コストが高く、園の調理室
での調理業務は運営上非効率な状況である。
　乳幼児期から食育の推進を図るためにも、学校給食セ
ンターから外部搬入を行い、食材の多様化、給食内容の
充実等が必要であり、それにより園児一人当たりのコス
トも減り、保育園の合理的運営が図られる。

920
公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業

6 埼玉県 入間市 入間ワイン特区 入間市の全域

  入間市は埼玉県下一の狭山茶の生産地であるが、他
に地域特産品はさといもだけである。そこで、新たな取り
組みとして観光農園で特区を利用し新たな魅力を加え、
市の知名度アップ及び本市を訪れる新たな交流人口の
拡大を図る。

707(708)
特定農業者による特定
酒類の製造事業
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7 千葉県 御宿町
御宿町・布施村街道
里山活性化どぶろく
特区

千葉県夷隅郡御宿
町の区域の一部
（七本地区、実谷地
区及び上布施地
区）

　当町は、海岸部の夏季型観光地を主要産業として経済
が成長してきたが、一方農村地域部は地形条件が不利
な上、基盤整備の遅れや農家の高齢化、後継者不足が
耕作放棄地に拍車をかけ、ゴルフ客が来る以外ほとんど
訪れることがない状況である。構造改革特別区域を活用
した農家レストランでの濁酒の提供と併せて地元で取れ
た旬の農産物等を生かした料理や農産物の販売を行う
ことによって、当町の各産業が農業の理解を深め町全体
の連携を図り、特区内の耕作放棄地の減少と町全体の
活性化を図る。

707(708)
特定農業者による特定
酒類の製造事業

8 新潟県 柏崎市
柏崎市保育園看護
師配置補助緩和事
業

柏崎市の全域

子育て世帯を取り巻く環境は複雑化しており、産休・育休
明けから子どもを預ける保護者が増加している。家庭に
おける養育機能の低下を補う保育園では、多様な保育
サービスが求められている。看護師又は保健師の配置
を促進することで、病気や体調不良児の保育ニーズに対
応し、さらには園児の健康管理や保護者に対しての保健
指導を充実させ、保育サービスの向上はもとより、子ども
の健やかな成長のための施策を推進する。

936
保育所における看護師
配置補助要件の緩和事
業

9 富山県 南砺市
なんと活性化どぶろ
く特区

南砺市の全域

　南砺市では、高速道路網整備による滞在時間短縮に
より通過型観光客が増え、宿泊客が減少している。滞在
型観光が伸び悩んでいることから、滞在時間を増加させ
るための観光メニューや、市内の各観光資源と連携した
まちなか回遊ルートの形成などの対策が急務となってい
る。
　今回、特区計画の認定を受け、農家民宿で自ら栽培し
た米を使った手づくりの濁酒の製造、提供が可能となる
ことより、宿泊施設としての付加価値を高め、体験型観
光の振興や地元で採れた農産物、山菜、川魚などの食
材を活用することで、地産地消を促進し、滞在型観光客
の増加と農山村地域の活性化を図りたい。

707(708)
特定農業者による特定
酒類の製造事業

10 静岡県 磐田市
安心･安全の給食特
区

磐田市の区域の一
部(竜洋地区）

　磐田市は、市立保育園10園・私立保育園11園の認可
保育所を有する。3歳未満児の保育ニーズが高まる中、
市は効率的な保育園運営と、財源を有効に活用する必
要がある。竜洋地区にある市立保育園3園のうち、竜洋
東保育園、竜洋北保育園は給食調理業務を民間委託し
ている。竜洋西保育園の3歳未満児の給食も同業者に委
託し、竜洋東保育園で調理し搬入する外部搬入方式と
し、食材の一括調理、集中管理することで、経費節減や
調理室の改修工事費の削減ができる。また、市内で生産
された食材を積極的に使用し、地産地消、食育の推進を
図る。

920
公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業

11 滋賀県 湖南市
石部南地域給食外
部搬入特区

湖南市の区域の一
部（石部南地域）

　阿星保育園の給食について、現在同じ旧石部町地域
の石部保育園において調理した給食を外部搬入してい
るが3歳未満児においても外部搬入とする。

920
公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業

12 大阪府 大阪府
大阪府サービス管理
責任者の資格要件
弾力化特区

大阪府の全域

　本府では、大阪府障がい者計画に基づき、地域で生活
する障がい者の支援体制の充実等に努めている。その
ためには、必要なサービスを選択し、組み合わせて利用
できるような環境が必要である。そこで、障害者自立支
援法に基づく障がい福祉サービス事業所等の増設に努
めてきたが、サービス管理責任者を確保できないケース
が見受けられる。よって、本特例を活用し、サービス管理
責任者の資格要件を緩和し、障がい福祉サービス事業
所等をさらに増やすことで、障がい者が様々な活動に
チャレンジでき、チャンスにあふれる社会づくりを推進す
る。

938
サービス管理責任者の
資格要件弾力化事業
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13 大阪府 岬町
岬町笑顔満開給食
特区

大阪府泉南郡岬町
の全域

　岬町では、少子高齢化の進行で、家族や地域の結び
つきが希薄になるにつれ、家庭における子育てへの負
担や不安が増大しており、親の悩みや不安は子どもの
成長に色々な影響を及ぼすことが懸念され、子どもの成
長のためには、保育サービスの充実が課題となってお
り、公立保育所を効率的に運営する必要がある。公立保
育所における給食の外部搬入の実施は、衛生面や安全
面、食育等に十分な配慮をしながら経費面での合理的な
節減が図られ、その財源を保育サービスの向上だけで
はなく、子どもの健やかな成長のための施策の充実に活
用する。

920
公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業

14 鳥取県 倉吉市
倉吉市こどもはぐく
み給食特区

倉吉市の区域の一
部（関金町山守地
区）

　鳥取県倉吉市では、女性の就業率が高いことから保育
ニーズが多様化しており、地域子育て支援センターや
ファミリーサポートセンターなどを設立してきた。この結
果、現在では公立保育園11園を運営しているが、厳しい
財政状況の中でそれぞれの保育園で調理業務を行うこ
とは保育所の運営上、非効率な側面が出てきている。そ
の中でも関金町山守地区の山守保育園は入所児童が
約20人と非常に少ないため、園児の発育、発達段階の
段階に応じた食事の提供に配慮した給食を同町関金保
育園からの外部搬入方式により提供し、保育園の運営
合理化を図る。

920
公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業

15 島根県 松江市
松江市保育所看護
師配置促進による保
育環境充実特区

松江市の全域

　本市においては、様々な施策により、保育サービスの
向上を図っているが、かねてから、児童の健康の保持や
突発的な病気・ケガに対応するために、看護師配置基準
の見直しを望む意見が多かった。本特例措置の活用に
より、0歳児など低年齢児を中心に利用児童の増加を図
り、また、体調不良児・障がい児・アレルギー児等への適
切な対応により、安心して子どもを育てることができる環
境づくりを推進する。

936
保育所における看護師
配置補助要件の緩和事
業

16 佐賀県 佐賀県
佐賀県保育所看護
師配置促進特区

佐賀県の全域

　保育所における乳幼児の受入れが増える中、こどもの
体調急変への適切な対応や特に配慮が必要なこどもへ
の対応のため、看護師配置の必要性が高まっている。
　しかし、県内保育所において看護師を配置している保
育所は全２２０施設中６０施設（平成２２年４月１日現在）
と少ない状況となっている。
　そこで、乳児６名未満であっても看護師を保育士定数
に算入できるようにすることで、小規模な保育所などにお
ける看護師の配置を促進させ、安心してこどもを育てるこ
とができる環境を推進する。

936
保育所における看護師
配置補助要件の緩和事
業

17 熊本県 天草市
天草有害鳥獣被害
防止特区

天草市の全域

　近年、イノシシ等の有害鳥獣による農作物被害が拡大
しており、農業収益の減少のみならず営農意欲の減退
にもつながっている。特に、農業を基幹産業とする中山
間地域での被害は深刻であり、地域振興の阻害要因と
もなっている。このような状況の中、網・わな狩猟免許所
持者の指導・監督のもと、農家等の狩猟免許非所持者と
協力して有害鳥獣を捕獲することにより、農業生産を安
定させ、ひいては地域の活性化を図っていく。

1303
有害鳥獣捕獲における
狩猟免許を有しない従
事者容認事業
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